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法令および定款に基づく
インターネット開示事項

連結株主資本等変動計算書
連　結　注　記　表
株主資本等変動計算書
個　別　注　記　表

（2018年１月１日から2018年12月31日まで）

株式会社電通国際情報サービス

連結株主資本等変動計算書、連結注記表および株主資本等変動計算書、
個別注記表につきましては、法令および当社定款第16条の規定に基づ
き、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.isid.co.jp/）
に掲載することにより株主の皆様に提供しております。

表紙
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連結株主資本等変動計算書
（自 2018年１月１日　至 2018年12月31日）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2018年１月１日　期首残高 8,180 15,285 23,897 △29 47,334

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,792 △1,792

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 5,187 5,187

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) －

連結会計年度中の変動額合計 － － 3,395 △0 3,395

2018年12月31日　期末残高 8,180 15,285 27,292 △29 50,729

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主 持 分 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

2018年１月１日　期首残高 96 340 436 28 47,800

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,792

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 5,187

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △66 △163 △230 1 △229

連結会計年度中の変動額合計 △66 △163 △230 1 3,165

2018年12月31日　期末残高 29 176 205 30 50,966

－ 1 －

連結株主資本等変動計算書
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連　結　注　記　表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の状況

①　連結子会社の数　　　　　　15社
②　連結子会社の名称

　連結子会社の名称については「事業報告」の「１．企業集団の現況 (6) 重要な親会社および子会社の
状況 ③ 重要な子会社の状況」に記載のとおりであります。

(2) 非連結子会社の状況
該当する事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の関連会社の数　　３社

　（会社名）
　クウジット株式会社
　Two Pillars GmbH
　株式会社マイデータ・インテリジェンス
　上記のうち、Two Pillars GmbH、株式会社マイデータ・インテリジェンスについては、新たに株式
を取得したことから、当連結会計年度より持分法適用の関連会社に含めております。

(2) 持分法を適用していない関連会社の数　　１社
　以下の関連会社については、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及
ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
　（会社名）

　Predictronics Corp.
(3) 持分法適用会社の事業年度に関する事項

持分法適用会社であるクウジット株式会社の決算日は３月31日であり連結決算日と異なりますが、連結
計算書類の作成に際しては、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としており
ます。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社はありません。

－ 2 －

連結注記表
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４．会計方針に関する事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券

時価のあるもの　　　決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定)
時価のないもの　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　商品及び製品

商品　　　　　　　移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

製品　　　　　　　個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　仕掛品　　　　　　　個別法による原価法
　原材料及び貯蔵品　　最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、当社及び国内連結子会社が1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　６～38年
工具、器具及び備品　　５～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　市場販売目的ソフトウエア　見込販売収益（数量）又は見込有効期間（３年以内）に基づく定額法
　自社利用ソフトウエア　　　社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法

③　リース資産
　リース期間を耐用年数、残存価額を零とする定額法

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　受注損失引当金
　顧客より受注済みの案件のうち、当該受注契約の履行に伴い、翌連結会計年度以降に損失の発生が見
込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについては、将来の損失に備えるため翌
連結会計年度以降に発生が見込まれる損失額を計上しております。

－ 3 －

連結注記表
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法
一部の連結子会社については以下の方法によっております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、予測単位積増方式等によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異及び過去勤務費用は、その発生時に費用処理しております。

(5) 収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウエアに係る売上高及び売上原価の計上基準

①　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約
工事進行基準（契約の進捗率の見積りは原価比例法）

②　その他の契約
工事完成基準

(6) 消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 6,061百万円

－ 4 －

連結注記表
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
期 末 の 株 式 数

普 通 株 式 32,591千株 －千株 －千株 32,591千株
２．自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
期 末 の 株 式 数

普 通 株 式 8千株 0千株 －千株 8千株
３．剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日
2018年３月23日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 879 27.00 2017年12月31日 2018年３月26日

2018年７月31日
取 締 役 会 普 通 株 式 912 28.00 2018年６月30日 2018年９月３日

計 1,792
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　2019年３月22日開催の第44回定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり
提案しております。

配当金の総額 1,140百万円
１株当たり配当額 35.00円
基準日 2018年12月31日
効力発生日 2019年３月25日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、「与信管理規程」に沿ってリスク低減を図っております。

また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っております。

－ 5 －

連結注記表



2019/02/21 10:48:42 / 18456935_株式会社電通国際情報サービス_招集通知（Ｆ）

２．金融商品の時価等に関する事項
2018年12月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 2,878 2,878 －

(2) 受取手形及び売掛金 19,958 19,958 －

(3) 預け金 31,054 31,054 －

(4) 投資有価証券 237 237 －

資　産　計 54,128 54,128 －

(1) 支払手形及び買掛金 6,839 6,839 －

(2) リース債務（流動負債） 772 775 2

(3) 未払法人税等 2,314 2,314 －

(4) リース債務（固定負債） 1,655 1,665 10

負　債　計 11,582 11,594 12

(注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資　産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 預け金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。
(4) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
負　債
(1) 支払手形及び買掛金、(3) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

－ 6 －

連結注記表
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(2) リース債務（流動負債）、(4) リース債務（固定負債）
これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。
２．関連会社株式（連結貸借対照表計上額266百万円）、非上場株式（連結貸借対照表計上額1,325百

万円）及びその他（連結貸借対照表計上額1,046百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ
ュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4) 
投資有価証券」には含めておりません。また、敷金及び保証金（連結貸借対照表計上額3,622百万
円）については、償還時期が確定しておらず将来キャッシュ・フローを見積ることができないため、
上表に含めておりません。

資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
１．当該資産除去債務の概要

本社ビルをはじめとしたオフィスの賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
２．当該資産除去債務の金額の算定方法

主な使用見込期間を賃貸借契約開始から15年と見積り、割引率は1.897%を使用して資産除去債務の金額
を計算しております。

３．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 895百万円
時の経過による調整額 2百万円
原状回復義務免除による減少額 △24百万円
為替換算差額 △0百万円
期末残高 872百万円

１株当たり情報に関する注記
　１株当たり純資産額 1,563円28銭
　１株当たり当期純利益 159円22銭

重要な後発事象に関する注記
該当する事項はありません。

（注）記載金額は、百万円単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 7 －

連結注記表
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株主資本等変動計算書
（自 2018年１月１日　至 2018年12月31日）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資 本 準 備 金 資本剰余金

合 計 利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金

合 計別途積立金 繰 越
利益剰余金

2 0 1 8 年 １ 月 １ 日
期 首 残 高 8,180 15,285 15,285 160 6,200 11,795 18,156 △29 41,593

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,792 △1,792 △1,792

当 期 純 利 益 5,278 5,278 5,278

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) －

事業年度中の変動額合計 － － － － － 3,486 3,486 △0 3,486

2 0 1 8 年 1 2 月 3 1 日
期 末 残 高 8,180 15,285 15,285 160 6,200 15,281 21,642 △29 45,079

評価・換算差額等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2 0 1 8 年 １ 月 １ 日
期 首 残 高 96 96 41,690

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,792

当 期 純 利 益 5,278

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) △66 △66 △66

事業年度中の変動額合計 △66 △66 3,419

2 0 1 8 年 1 2 月 3 1 日
期 末 残 高 29 29 45,109

－ 8 －

株主資本等変動計算書



2019/02/21 10:48:42 / 18456935_株式会社電通国際情報サービス_招集通知（Ｆ）

個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法
その他有価証券
　時価のあるもの　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　時価のないもの　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品

商品　　　　　　　移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

製品　　　　　　　個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

仕掛品　　　　　　　個別法による原価法
原材料及び貯蔵品　　最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　６～18年
工具、器具及び備品　　５～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
市場販売目的ソフトウエア　　見込販売収益（数量）又は見込有効期間（３年以内）に基づく定額法
自社利用ソフトウエア　　　　社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法

③　リース資産
リース期間を耐用年数、残存価額を零とする定額法

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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②　受注損失引当金
顧客より受注済みの案件のうち、当該受注契約の履行に伴い、翌事業年度以降に損失の発生が見込まれ、

かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについては、将来の損失に備えるため翌事業年度以
降に発生が見込まれる損失額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウエアに係る売上高及び売上原価の計上基準
①　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約

工事進行基準（契約の進捗率の見積りは原価比例法）
②　その他の契約

工事完成基準
(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 3,189百万円
(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

①　短期金銭債権 35,746百万円
②　短期金銭債務 6,050百万円
③　長期金銭債務 211百万円
(3) 偶発債務
　保証債務
　　次の関係会社の仕入債務に対し、債務保証を行っております。

　　ISID South East Asia (Thailand) Co., Ltd. 47百万円
(14百万バーツ)

３．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

　売上高 9,722百万円
　仕入高 14,032百万円
　営業取引以外の取引高 2,020百万円

－ 10 －
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４．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当 事 業 年 度

期 末 の 株 式 数
普 通 株 式 8千株 0千株 －千株 8千株

５．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
未払事業税 133百万円
未払費用 772百万円
投資有価証券 190百万円
会員権 33百万円
減価償却費 210百万円
関係会社株式 555百万円
資産除去債務 227百万円
受注損失引当金 156百万円
その他 91百万円
繰延税金資産小計 2,371百万円
評価性引当額 △1,061百万円
繰延税金資産合計 1,310百万円

（繰延税金負債）
建物 △22百万円
その他有価証券評価差額金 △13百万円
繰延税金負債合計 △35百万円
繰延税金資産の純額 1,274百万円

－ 11 －
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６．関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人主要株主等

親会社

会 社 等
の 名 称 住 所 資 本 金

(百万円) 事業の内容
議 決 権 等 の
被 所 有 割 合

（％）

関 係 内 容

役 員 の
兼 任 等

事 業 上
の 関 係

株 式 会 社 電 通 東 京 都
港 区 74,609 広 告 業 直 接

間 接
61.8
0.0 兼任 １人 当 社 の

販 売 先

取 引 の 内 容 取 引 金 額 （ 百 万 円 ） 科 目 期 末 残 高
( 百 万 円 )

システム開発等の提供 （ 注 ） １ 9,474 売 掛 金 4,438

資 金 の 預 託 （ 注 ） ２

資 金 の 預 託 35,791
預 け 金 31,054

資 金 の 回 収 32,014

利 息 の 受 取 5 そ の 他 0
（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１．システム開発等の提供については、市場価格・総原価等を勘案のうえ交渉し、大口顧客としての一般的
取引条件と同様に決定しております。

取引金額には消費税等を含んでおりません。また、期末残高には消費税等を含んでおります。
２．資金の預託に係る利率については、市場金利を参考に、一般的取引条件と同様に決定しております。

－ 12 －
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(2) 子会社及び関連会社等
子会社

会 社 等
の 名 称 住 所 資 本 金

(百万円) 事業の内容 議 決 権 等 の
所有割合(％)

関 係 内 容

役 員 の
兼 任 等

事 業 上
の 関 係

株 式 会 社 I S I D
インターテクノロジー

東 京 都
港 区 326 システム

開 発 等 直 接 100.0 兼任 ２人
当 社 顧 客 の
シ ス テ ム
開 発 等 委 託

取 引 の 内 容 取 引 金 額 （ 百 万 円 ） 科 目 期 末 残 高
( 百 万 円 )

受 取 配 当 金 300 － －

会 社 等
の 名 称 住 所 資 本 金

(百万円) 事業の内容 議 決 権 等 の
所有割合(％)

関 係 内 容

役 員 の
兼 任 等

事 業 上 の
関 係

株 式 会 社
I S I D － A O 東 京 都

港 区 300
アウトソーシ
ング・保守運
用 サ ー ビ ス

直 接 100.0 兼任 ２人
当 社 顧 客 へ の
システム保守運用
サ ー ビ ス 等 委 託

取 引 の 内 容 取 引 金 額 （ 百 万 円 ） 科 目 期 末 残 高
( 百 万 円 )

シ ス テ ム 保 守 運 用
サ ー ビ ス 等 の 委 託 （ 注 ） ２ 5,835 買 掛 金 735

資 金 の 寄 託 （ 注 ） １

資 金 の 寄 託 5,354
預 り 金 1,385

資 金 の 返 済 4,948

利 息 の 支 払 0 未 払 費 用 0

受 取 配 当 金 520 － －
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会 社 等
の 名 称 住 所 資 本 金

（万米ドル） 事業の内容 議 決 権 等 の
所有割合(％)

関 係 内 容

役 員 の
兼 任 等

事 業 上 の
関 係

上 海 電 通 信 息 服 務
有 限 公 司 中 国 30 システム

開 発 等 直 接 100.0 兼任 １人
当 社 顧 客 の
シ ス テ ム
開 発 等 委 託

取 引 の 内 容 取 引 金 額 （ 百 万 円 ） 科 目 期 末 残 高
( 百 万 円 )

受 取 配 当 金 725 － －
注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１．資金の寄託に係る利率については、市場金利を参考に、一般的取引条件と同様に決定しております。
２．システム保守運用サービス等の委託については、市場価格・総原価等を勘案のうえ交渉し、一般的取引

条件と同様に決定しております。
　　取引金額には消費税等を含んでおりません。また、期末残高には消費税等を含んでおります。
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７．資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
(1) 当該資産除去債務の概要

　本社ビルをはじめとしたオフィスの賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

　主な使用見込期間を賃貸借契約開始から15年と見積り、割引率は1.897%を使用して資産除去債務の金
額を計算しております。
(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 740百万円
時の経過による調整額 2百万円
期末残高 742百万円

８．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,384円46銭
１株当たり当期純利益 162円01銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当する事項はありません。

（注）記載金額は、百万円単位未満を切り捨てて表示しております。
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